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第一部【企業情報】
第1【企業の概況 】
1【主要な経営指標等の推移】

回次 第３２期 第３３期 第３４期 第３５期 第３６期
決算年月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年1月平成20年１月 平成21年１月

売上高（千円） 329,681343,257367,509357,095334,368
経常利益又は経常損失（△）
（千円）

△14,748 2,949 5,815 24,897 15,542

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） △12,120△2,644 1,436 8,183△236,788
持分法を適用した場合の投資利益（千円） - - - - -
資本金（千円） 1,377,0001,377,0001,377,0001,434,0001,434,000
発行済株式総数（株） 10,13510,135 10,135 11,275 11,275
純資産額（千円） 1,929,7941,927,1501,928,5852,050,7681,813,979
総資産額（千円） 4,215,6204,182,2964,149,5254,130,1763,811,803
１株当たり純資産額（円） 190,408.89190,147.97190,289.61181,886.27160,885.09
１株当たり配当額（円）
（うち１株当たり中間配当額）

-
（-）

-
（-）

-
（-）

-
（-）

-
（-）

１株当たり当期純利益又は１株
当たり当期純損失（△）（千円）

△1,195.85△260.92141.64 771.21△21,001.19

潜在株式調整後１株当たりの
当期純利益（千円）

- - - - -

自己資本比率（％） 45.78 46.08 46.48 49.65 47.59
自己資本利益率（％） △0.63 △0.14 0.07 0.40 △1.30
株価収益率（％） - - - - -
配当性向（％） - - - - -
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回次 第３２期 第３３期 第３４期 第３５期 第３６期

決算年月 平成17年１月平成18年１月 平成19年1月平成20年１月平成21年１月
営業活動による
キャッシュ・フロー（千円）

36,10166,552 75,52143,92339,977

投資活動による
キャッシュ・フロー（千円）

△5,243△12,396 △4,141△4,633 △708

財務活動による
キャッシュ・フロー（千円）

△43,744△55,535△61,208△28,919△70,447

現金及び現金同等物の
期末残高（千円）

17,386 16,007 26,17936,550 5,372

従業員数
[ほか、平均臨時雇用者数]

19[4] 31[15] 26[10] 21[10]21[10]

 
注
１.当社は連結財務諸表を作成してお
りませんので、連結会計年度に係
る主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。

２.売上高に消費税等は含まれており
ません。

３.潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額については、希薄化効果
を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

４.当社の株式は、証券取引所に非上場
および証券業協会に非登録のた
め、株価収益率については記載し
ておりません。

５.純資産額の算定にあたり、平成20年
1月期から「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準」（企業会計
基準第5号）及び
　「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」（企業
会計基準適用指針第8号）を適用して
います。
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2【沿革】
昭和48年 5月   三原市において齋
藤大二他９名により会社を設立。
昭和49年12月   （株）大林組によ
るゴルフ場開発の起工式。
昭和51年 7月   安藤建設（株）に
よりクラブハウスの完成。
昭和51年 9月   ２７ホールのうち、
１８ホール完成し仮オープン。

クラブ組織を確
定し、クラブ競技の実施。

平成3年10月    ９ホールの増設完
成、２７ホールオープン。
 
 
3【事業の内容】
(1)会社の目的
　（イ）ゴルフ場の建設及び経営
　（ロ）観光遊覧施設の開発と経営
　（ハ）その他上記各号に関連する一
切の業務
　（注）現在は（ロ）は行なっており
ません。
 
(2)事業の内容
　２７ホール（パー108）のゴルフコー
スを設置し、株主及び預託金会員制に
より運営しています。ゴルフプレーに
関する事項については、京覧カント
リークラブへ委嘱し、それぞれ下記の
組織により、運営しております。
取締
役会

     

│    ┌
キャディ課
（キャディの管
理）

社長
──
──
─

支
配
人

──
──
─

├
事務室（フロ
ント事務、経理事
務）

    └
コース管理課
（コースの管理、
整備）

      
（京覧カントリークラブ）

理
事
会
     ┌

総務委
員会

│     ├
コース
委員会

│     ├
競技委
員会

理
事
長

─
─
─
─
─

副理
事長

─
─
─
─
─

支
配
人

─
─
─
─
─

├
キャ
ディ委員
会

  
キャ
プテ
ン

   ├

ハン
ディ
キャップ
委員会

      ├
エチ
ケット委
員会

      └
ハウス
委員会
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4【関係会社の状況】
関係会社に該当する会社はありませ
ん。
 
 
5【従業員の状況】
(1)提出会社の状況
(平成21年1月31日現在)

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

21［10］ 44.0 7.2 2,921,789

１．従業員は就業人員であり、臨時従
業員は［ ］内に年間の平均人員を外
数で記載しています。
２．平均年間給与は、賞与及び基準外
賃金を含んでいます。
 
(2)労働組合の状況
当社では労働組合は結成されてお
りません。
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第2【事業の状況】
1【業績等の概要】
(1)業績
当期（第36期中）の景気は、世界的な金融・経済危機の中、戦後最大級の景気後退局面と言われています。個人消費
は弱含み、設備投資は減少、公共投資も低調、雇用情勢も急速に悪化しています。中国地方のゴルフ業界においても、入
場者は前年と比べて減少しています。
このような中で当社は入場者確保対策として、食堂メニューの変更、コース管理の更なる徹底、来場しやすい雰囲気
作り等に取り組んで参りました。また、種々のキャンペーンも実施しましたが、入場者は38,303人と前年比5.1％の減少
となりました。入場者の減少に伴い、売上高は334,368千円と6.4％の減少となりました。利益につきましては、経費の節
減を徹底した結果、一般管理費が78,784千円と前年比5.5％減少し、営業利益41,735千円(前年63,020千円)となり、経常
利益15,542千円（前年24,897千円）と前年9,355千円減少しました。また、過年度減価償却不足額347,310千円を特別損
失に計上した結果、当期利益は△236,788千円（前年8,183千円）と前年比244,970千円減少いたしました。
 
(2)キャッシュ・フローの状況
当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)の期末残高は、営業活動によるキャッシュ・フロー
が前年に比べて3,951千円減収し、短期借入金、長期借入金、会員預り金、役員借入金等の返済を行ったため、前期に比べ
31,178千円減少し、5,372千円にとどまっております。
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
当事業年度の営業活動により獲得した資金は39,972千円(前年43,923千円）となりました。これは主に減価償却費に
よる内部留保によるものです。
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
当事業年度の投資活動により支出した資金は703千円(前年4,633千円)となりました。これは主に有形固定資産の取
得によるものです。
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
当事業年度の財務活動により支出した資金は70,447千円(前年28,919千円）となりました。これは主に短期借入の返
済、役員借入金の返済、会員預り金の返還、長期借入金の返済によるものです。
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2【収容能力、来場者数、営業収入の状況】
(1)収容能力
来場者により快適なプレーを楽しんでいただくために、２７ホール営業で１日90組、300名を目安として運営してお
ります。        
 
(2)来場者数の実績内訳

第３５期
自 平成19年 2月 1日
至 平成20年 1月31日

第３６期
自 平成20年 2月 1日
至 平成21年 1月31日

年月 会  員 ビジター 計
営業
日数

１日平均
入場者数

年月 会  員 ビジター 計
営業
日数

１日平均
入場者数

19.21,0711,6662,73728 97.820.2 811 1,674　2,48529 85.7
  3 1,5472,5304,07731 131.53 1,094 2,5713,66531 118.2
  4 1,0782,4253,50329 120.84 1,039 2,0503,08930 103.0
  5 1,0462,4253,47131 112.05 1,123 2,3863,50931 113.2
  6 1,0112,5533,56430 118.86 1,143 2,0243,16730 105.6
  7 825 1,7882,61331 84.3 7 1,007 1,9202,92731 94.4
  8 863 1,3552,21831 71.5 8 912 1,5582,47031 79.7
  9 981 2,1393,12030 104.09 987 1,7922,77930 92.6
  101,0452,3853,43031 110.610 1,086 2,1453,23131 104.2
  111,1233,0624,18530 139.511 1,117 2,9334,05030 135.0
  121,1493,0654,21431 135.912 1,111 2,6643,77531 121.8
20.1 893 2,3243,21727 119.121.11,037 2,1193,15630 105.2
合計 12,63227,71740,349360 112.1合計 12,46725,83638,303365 104.9
比率 31.3％68.7％100.0％  比率 32.5％ 67.5％100.0％   
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(3)営業収入の実績

区　分

第35期
自 平成19年 2月 1日
至 平成20年 1月31日

第36期
自 平成20年 2月1日
至 平成21年 1月 31日

収入（千円） 構成比（％） 収入（千円） 構成比（％）

グリーンフィー 117,595 32.9※　－ ―

ラウンドフィー 125,801 35.2 233,442 69.8

売店等売上 3,293 0.9 4,286 1.3

食堂売上 75,585 21.2 62,519 18.7

会員年会費収入 32,630 9.1 32,161 9.6

その他の収入 2,191 0.6 1,960 0.6

合　　　計 357,095 100 334,368 100

 
　※プレー料金をパック制としたため、グリーンフィーとラウンドフィーを合理的に区分することができなくなったので
第36期は区分しないで記載しております。
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3【対処すべき課題】

(1)現状の認識について

日本全体の景気は厳しさを増しており、ゴルフ場入場者の減少など、ゴルフ業界にとって今後とも厳しい状況が続く
と予想されます。

 

(2)当面の対処すべき課題の内容

当ゴルフ場独自の魅力ある行事を開催する等により付加価値を高め、入場者を確保する事が最大の課題です。

 

(3)対処方針

「誰でも気軽にプレーが出来、皆様にお喜び頂けるゴルフ場」を目標に掲げ、社員一丸となって努力いたします。

 

(4)具体的な取組状況等

4年前実施したコース管理及び食堂の直営化により、一貫したゴルフ場の運営が可能になっております。来年度もそ
の特性を充分に活かした諸施策により入場者確保をはかります。具体的には、食堂部門においてメニューをより充実さ
せ、コース管理部門の更なる徹底を図り、お客様に楽しく気持のよいプレーができるよう努力してまいります。
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4【事業等のリスク】

当社の経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。なお、文中にお
ける将来に関する事項は、当事業年度末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1)経営環境について

当社の事業であるゴルフ場経営は、景気や個人消費の動向、天候等による影響を受けやすく売上高も不安定になりが
ちであり、また、競合等による低価格化が進んだ場合には客単価の落ち込みなどにより、営業成績に悪影響を及ぼす可
能性があります。

 

(2)借地契約について

事業運営上、コースの一部が借地となっており、借地契約の更新時に問題となる可能性がありますが、借地は限られ
た面積であり、事業の継続に重要な影響を及ぼすことにはならないと認識しています。

 

(3)有利子負債の依存について

当社では、コース造成資金、改修修繕費用、預託金返還資金の一部を金融機関からの借入金及び役員借入金により調
達しているため有利子負債の依存度が高い水準にあります。そのため金利が上昇した場合、金利負担が増加し業績に悪
影響を及ぼす可能性があります。

 

(4)減損会計について

企業会計審議会によって、資産評価の適正化及び会計基準の国際的調和を図る観点から、固定資産の減損に係る会計
基準が公表されています。当社につきましては、現状では減損を認識しておりませんが、将来において当社の固定資産
に対して減損処理が必要であると判断されるに至った場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ
ります。
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5【経営上の重要な契約等】

(1)土地の賃貸借契約の内容は下記の通りであります。

住　　　　所 貸　　　主 物　件 地　積 賃借料 備　　　考

三原市
沖中静夫 他 5名 山林  原野 4,502㎡

3.3㎡ 当り

年140円

借料は３年毎に更新

三原市
大番敏也 他11名 山林 10,356㎡

3.3㎡ 当り

年140円

借料は３年毎に更新

三原市沼田町1026番地 宗教法人 光正寺 山林 4,472㎡

3.3㎡ 当り

年140円

借料は３年毎に更新

契約期間         昭和49年8月10日より20年間毎に更新。平成6年8月最終更新。

賃借料の支払     1年分を先払いする。

 

 

6【研究開発活動】

特別には行なっていません。
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7【財政状態及び経営成績の分析】

(1)重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されていますが、この財
務諸表の作成にあたっては、経営者により、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があり、資産負債や
収益・費用に数値に反映されています。これらの見積りについては、継続して評価し、必要に応じて見直しを行ってい
ますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果は、これらと異なることがあります。

 

(2)財政状態の分析

資産合計は、前事業年度に比較し、318,373千円減少し 3,811,803千円となりました。これは、主として有形固定資産
の減価償却処理42,845千円及び過年度減価償却不足額処理347,310千円によるものです。　その結果、有形固定資産の残
高は、3,682,704千円（前事業年度は4,067,459千円）となり384,755千円減少しました。当事業年度の設備投資額は
5,401千円でした。負債合計は、前事業年度に比較し、81,585千円減少し1,997,824千円となりました。これは、主として
短期借入金30,000千円、長期借入金13,947千円、会員預り金24,600千円・役員借入金10,000千円の減少によるもので
す。
 

(3)経営状態の分析

当事業年度における売上高は334,368千円（対前年比6.36％減）、売上原価213,850千円（対前年比1.48％増）、販売
費及び一般管理費は78,784千円（対前年比5.46％減）、営業利益は41,735千円（前年は63,020千円）、当期純利益は△
236,788千円（前年8,183千円）となりました。売上高の減少の主な要因は、競合ゴルフ場の販促強化（割引券等）によ
り入場者数が減少したためです。当期利益の大幅赤字の要因は、過年度減価償却不足額347,310千円を特別損失に計上
したためです。これは、一時的な赤字であり、来期以降は利益を計上できる見込にあります。
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第3【設備の状況】
1【設備投資等の概要】
当事業年度における設備投資の総額は5,401千円(消費税等抜き)であり、これらは主に水中ポンプ及びポンプ小屋の
改修工事によるものです。
なお、重要な設備の売却、撤去等はありません。

 
2【主要な設備の状況】

平成21年1月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価格（千円）

従業員数
（人）

（外、平均臨
時雇用者数）

建物及び
構築物

土地
（面積㎡）

コース その他 合計

21（10）
本社

（広島県三原市）
ゴルフ場 517,580

855,919
（

1,483,698.47）
2,273,51535,6903,682,704

（注）1.土地の面積のうち31,698.00㎡は借地です。
　　　2.帳簿価格の「その他」は機械装置、車両運搬具、工具器具備品、立木です。なお、金額には消費税等を含めていませ
ん。

 　　3.上記のほかリース契約による主な賃借設備は次のとおりです。

名　　称 数　量 リース期間（ヶ月） 年間リース料（千円）

１.プレー関係リース
　５人用ゴルフカート
　５人用ゴルフカート

55台
5台

-
48

1,809
-
　

２.コース関係リース
　ゴルフ場用タンク車他
　バンカーならし機
　グリーンモアスイーパー
　ＷＦスイーパー

5台
2台
2台
1台

60
-
60
48

3,452

３.事務関係リース
　コピー機
　ゴルフ場システム
　印刷機

1台
1式
1台

 
60
60
60

1,055

４.食堂関係リース
　食器洗浄機 ガスブースター
　製氷機
　台下冷蔵庫

1台
1台
2台

 
-
-
72

　357

(注)上記のリース資産には再リースにより使用しているものを含みます。

 
3【設備の新設、除却等の計画】
特記すべき事項はありません。
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第4【提出会社の状況】
1【株式等の状況】
(1)【株式の総数等】
①【株式の総数】

種　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000

計 20,000

 
②【発行済株式】

種　類
事業年度末現在
発行数　（株）

(平成21年1月31日現在)

提出日現在
発行数　（株）

(平成21年4月28日現在)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,275 11,275
非上場
非登録

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式

計 11,275 11,275   
　
(注)　当会社の株式を譲渡により取得するには取締役会の承認を受けなければならない。
 
(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 
(3)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
 
(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減額
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成16年2月1日
平成17年1月31日

－ 10,135 － 1,377,000－ 587,109

平成17年2月1日
平成18年1月31日

－ 10,135 － 1,377,000－ 587,109

平成18年2月1日
平成19年1月31日

－ 10,135 － 1,377,000－ 587,109

平成19年2月1日
平成20年1月31日

1,140 11,275 57,0001,434,000－ 57,000

平成20年2月1日
平成21年1月31日

－ 11,275 － 1,434,000－ 644,109

 

　(注)　平成21年4月20日開催の定時株主総会で、資本金を無償減資により1,340百万円減少することを決議しました。（効
力発生日　平成21年6月30日予定）
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(5)【所有者別状況】

(平成21年1月31日現在)

区　　分

株式の状況（１単位の株式数１株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共団体

金融機関
金融商品　　
　　取引業者
　　

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) -　　 3 - 109 - - 1,922
　2,031　　

　 -

所有株式数
(単元)

- 47 - 1,412- - 9,86311,275-

割合（％） -　　 0.00 - 12.52- - 87.47 100 -

 
(6)【大株主の状況】

(平成21年1月31日現在)

氏名又は名称 住　　　　　　所
所有株式数
（株）

発行済総数に対する割合（%）

三原建設株式会社 広島県三原市旭町１丁目2－26 145 1.28

小林隆 広島県三原市 140 1.24

三豊建設株式会社 広島県三原市皆実1丁目7－30 125 1.11

耕三寺弘三 広島県尾道市 115 1.02

山陽建設株式会社 広島県三原市宮沖1丁目13－7 110 0.98

株式会社富士鉄工所 広島県三原市中之町１丁目21－3 85 0.75

村上公俊 広島県尾道市 75 0.67

村上威 広島県尾道市 75 0.67

有限会社花田商店 広島県三原市皆実1丁目24－22 65 0.58

幸陽船渠株式会社 広島県三原市幸崎町544－13 60 0.53

計  995 8.77
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(7)【議決権の状況】
①【発行済株式】

（平成21年1月31日現在）

区　分 株式数(株） 議決権の数(個） 内  　容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式(自己株式等） - - -

議決権制限株式(その他） - - -

完全議決権株式(自己株式等） - - -

完全議決権株式(その他） 11,275 11,275
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

単元未満株式 - - -

発行済株式総数 11,275 - -

総株主の議決権 - 11,275 -

 
 
②【自己株式等】

（平成21年1月31日現在）

所有者の
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

- - - - - -

計 - - - - -

 

 
(8)【ストックオプション制度の内容】
該当事項はありません。
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2【自己株式の取得等の状況】
 
【株式の種類等】

該当事項はありません。

 
(1)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(2)【取締役会決議による取得の状況】
該当事項はありません。

 
(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
該当事項はありません。
 

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
該当事項はありません。

 

 
3【配当政策】
当社は定款上株主総会の決議により剰余金の配当を行うことができる旨定めておりますが、メンバーシップ制によ
りゴルフ場を運営しているため、内部留保資金は先ず設備を充実するための資金等に充てることを基本方針としてお
り、原則として剰余金の配当は行わない方針です。
 
4【株価の推移】
当社株式は非上場のため、該当事項はありません。
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5【役員の状況】

役名
役
職

氏名
(生年
月日）

略　　　　　　　歴 任期
所　有
株式数
（株）

代表取締役
取締役社長

 

小　林　
　隆　
(昭和33
年5月28
日生)

平成 3年 8月　三原建設㈱代表取締役に就任(現)　
平成12年 4月　当社取締役に就任(現)
平成18年 4月　当社取締役社長に就任(現)

（注）
3

140

取締役  

村　井　
弘　明
(昭和22
年3月26
日生)

昭和60年 4月　㈱因島シーサイドホテル代表取締役に就任(現)
平成 4年 4月　当社取締役に就任(現)

（注）
3

5

取締役  

花　田　
美　徳
(昭和21
年12月
26日生)

昭和51年 5月　㈲花田商店代表取締役に就任(現)
平成 7年 4月　当社取締役に就任(現)

（注）
3

5

取締役  

伏　見　
　暁
(昭和7
年7月22
日生)

昭和51年 6月　山陽建設㈱代表取締役に就任(現)　
平成12年 4月　当社取締役に就任(現)

（注）
3

5

取締役  

京　泉　
孝　男
 (昭和
12年3月
1日生)

昭和 3年 8月　京泉工業㈱代表取締役に就任（現）
平成16年 4月　当社取締役に就任(現)

（注）
3

10

取締役  

村　上　
公　俊
(昭和30
年10月
29日生)

平成11年 3月　㈲ナイスウエア代表取締役に就任(現)
平成16年 4月　当社取締役に就任(現)

（注）
3

75

取締役  

大　下　
知　男
(昭和33
年8月15
日生)

平成6年　4月　大下建設㈱代表取締役に就任
平成18年 4月　当社取締役に就任(現)  

（注）
3

20

取締役  

松　原　
　進
(昭和27
年12月
23日生)

平成元年 １月　旭鉄工㈱代表取締役に就任(現)
平成21年 4月　当社取締役に就任(現)

（注）
3

20
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監査役  
三　好　康　荘

(昭和25年10月6日生)
平成3年10月　三好印刷㈱代表取締役に就任(現)
平成17年 4月　当社監査役に就任(現)

（注）4 5

監査役  
広　兼　義　和

(昭和28年2月28日生)

平成元年4月　㈲コーワエンジニアリング
代表取締役に就任(現)

平成20年 4月　当社監査役に就任(現)
（注）4 5

監査役  
福　場　秀　信

(昭和7年9月24日生)

昭和38年 4月　三原商工会議所入所
昭和50年 4月　同所退所
平成元年 4月　当社監査役に就任(現)

（注）4 5

計  11名   295
（注）１．取締役　村井弘明、取締役　花田美徳、取締役　伏見暁、取締役　京泉孝男、取締役　大下知男は、会社法第2条第15

号に定める社外取締役であります。
　　　２．監査役　三好康荘、監査役　広兼義和は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。
　　　３．平成20年4月21日開催の定時株主総会から平成22年1月期に係る定時株主総会終結の時までの2年間であります。
　　　４．平成19年4月23日開催の定時株主総会から平成23年1月期に係る定時株主総会終結の時までの4年間であります。
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6【コーポレート・ガバナンスの状況】
第１企業の概況３．事業の内容に記載したとおり、ゴルフプレーに関する事項については、クラブ理事及び委員がそ
の職に当り、実際の運営及び経営上の収支は当社へ帰属することになっております。クラブと会社の関係は、クラブが
クラブ運営に関する企画、計画の立案を行い、会社が意思決定し執行にあたります。ゴルフ場経営を執行する会社の基
本的な考え方は、会員の意向を尊重した運営と経営を行っております。
 
（コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方）
当社は、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる意思決定、着実な業績の向上を意図した経営体制の確立と、経
営の健全性、透明性を高めることを重要な経営課題と考えております。
 

 (1)会社の機関の内容
当社の役員は、取締役8名、監査役3名であり、このうち5名は社外取締役、2名は社外監査役であります。経営に関する
基本方針や重要な業務執行の決定については取締役会を開催し、重要事項については論議を重ね、健全かつ効率的な経
営体制の構築に努めております。
なお、クラブ運営に関しては京覧カントリークラブ及びその理事会を組織し、ゴルフ場運営の健全性、公平性の確保
に努めております。
 
(2)内部統制システムの整備の状況
当社は、会社法規定の各機関及びクラブ運営を行っている京覧カントリークラブの理事会がそれぞれの機能を発揮
することにより内部統制の充実を図っております。
また、会計取引の認識・測定・記録及び報告の正確性、資産・負債の保全・管理等業務の執行状況については、支配
人が当社の取締役会及び京覧カントリークラブの理事会で報告して内部統制システムが適正に機能する体制にしてお
ります。
 
(3)内部監査及び監査役監査の状況
当社は特に内部監査組織を設けていませんが、支配人が業務全般にわたって管理監督を行っており、中間決算、年度
決算等について当社の会計監査人との間で情報交換を行っております。監査役は、取締役会への出席ならびに業務及び
財産の状況の調査等を通じて、取締役の職務執行の監査ならびに会計監査を行っております。
 
(4)社外取締役と社外監査役との関係
当社と社外取締役及び社外監査役との間には、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありませ
ん。
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(5)会計監査の状況
当社の会計監査業務を執行したのは公認会計士浅田勝彦であり、当社の監査業務に係る補助者はその他1名です。浅
田勝彦氏は、当事業年度における監査意見表明にあたり、他の公認会計士への意見審査を依頼しております。
 

(6)リスク管理体制の整備の状況
当社は、業務に関わる全てのリスクについて、適切に管理する体制の整備に取り組んでおります。リスクの共通認識
を図るためリスクの現状分析を実施し、課題を明確にし、今後の対応について検討を行っております。
 
(7)役員報酬の内容
取締役に対する報酬は年間3,600千円(うち社外取締役600千円)、常勤監査役につきましては年間1,335千円の報酬を
支払っております。
 
(8)監査報酬の内容
　　当社が監査人浅田勝彦に支払う監査証明に係る報酬は前年度1,000円、当年度1,700千円であり、公認会計士法第2条第1
項に規定する業務以外の業務に基づく報酬はありません。なお、上記報酬額は、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の報酬を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計額を記載しています。
 
(9)取締役会及び取締役会
　当社は定款上、取締役は3名以上15名以内と定めています。当会社の取締役の選任及び解任は、株主総会において、議決権
を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議によって選任す
る旨並びに取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。
 
(10)株主総会の特別決議要件
　当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権
の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総
会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５【経理の状況】
１．財務諸表の作成方法について
当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59
号。以下財務諸表等規則という。）」に基づいて作成しております。
なお、前事業年度（平成19年2月1日から平成20年1月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ
き、当事業年度（平成20年2月1日から平成21年1月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて
作成しております。
 
２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前事業年度(平成19年2月1日から平成20
年1月31日まで)及び当事業年度 (平成20年2月1日から平成21年1月31日まで) の財務諸表について、
公認会計士　浅田勝彦により監査を受けております。
 

 
３.連結財務諸表について
当社は関連会社を有していないため、連結財務諸表は作成しておりません。
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1【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

　
　

　

第３５期
（平成20年1月31日現在）

第３６期
（平成21年1月31日現在）

区　分　　　　　　　　注記番号 金　　額(千円)
構成比
（％）

金　　額(千円)
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ流動資産        

1. 現金及び預金   36,550   5,372  

2. 売掛金   2,856   3,868  

3. 未収年会費   5,987   6,777  

4．商品   63   22  

5．原材料   989   1,024  

6．貯蔵品   1,575   1,206  

7．前払費用   4,725   1,104  

8.繰延税金資産   　　　－   　　20,028  

9.その他流動資産   　　　209   　　　3,446　　  

10.貸倒引当金   　　△450   　　　△911  

流動資産合計   52,5041.3  41,9351.1

Ⅱ固定資産        

1.有形固定資産        

(1)建物
　　　
 ※1

658,594   659,844   

　 　 減価償却累計額  △495,547163,047  △506,242153,603  

(2)構築物  1,661,794   2,058,163   

　 　 減価償却累計額  △1,316,922344,872  △1,694,186363,977  

(3)機械装置  51,553   54,643   

　 　 減価償却累計額  △47,563 3,991  △48,649 5,994  

(4)車両運搬具  15,321   15,321   

　 　 減価償却累計額  △14,431 890  △14,631 690  

(5)工具 器具 備品  63,348   63,838   

　 　 減価償却累計額  △58,648 4,700  △59,558 4,280  

(6)土地
 　　
　※1

 855,919   855,919  

(7)コース   2,669,314  2,273,515 

(8)立木   24,726   24,726  

有形固定資産合計   4,067,45998.5  3,682,70496.6

2.無形固定資産        

　　(1)電話加入権   436   436  

(2)営業権   4,000   2,000  

(3)水道施設利用権   133   -  

　　　無形固定資産合計   4,570 0.1  2,436 0.0

3.投資その他の資産        

　(1)出資金   250   250  

　(2)長期前払費用   -   3,638  

　　（3）繰延税金資産  -   80,491  

（4）その他   4,697   -  
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投資その他資産合計　　　　　　   4,947 0.1  84,379 2.2

固定資産合計   4,076,97698.7  3,769,52098.9

Ⅲ繰延資産        

1.株式交付費   696   348  

繰延資産合計   696  0.0  348  0.0

資産合計   4,130,176100.0  3,811,803100.0

 
 
 
 
 

 
　

第３５期
（平成20年1月31日現在）

第３６期
（平成21年1月31日現在）

　　区　分　　　　　　　　注記番号 金　　額(千円)
構成比
（％）

金　　額(千円)
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ流動負債        

1.買掛金   467   1,078  

2.短期借入金 　 ※1  70,000   40,000  

3.1年以内返済予定
の長期借入金

 　※1  83,748   79,460  

4.未払金   62,968   70,974  

5.未払費用   3,156   3,332  

6.未払法人税   10,858   1,644  

7.未払消費税等   3,129   1,068  

8.預り金   3,049   3,779  

9.その他   -   4  

流動負債合計   237,3755.7  201,339 5.3

Ⅱ固定負債        

1.長期借入金 　 ※1  1,229,036  1,219,377  

2.株主,役員又は従業員        

からの長期借入金   30,000   20,000  

3.会員預り金   576,150   551,550  

4.退職給付引当金    6,847    5,020  

5.その他   -   538  

固定負債合計   1,842,033 44.6  1,796,484 47.1

負債合計   2,079,40850.3  1,997,82452.4

（純資産の武）        

Ⅰ株主資本        

1.資本金   1,434,00034.7  1,434,00037.6

2.資本剰余金        

　（1）資本準備金   644,109   644,109  

資本剰余金合計   644,109   644,109  

3.利益剰余金        

　　（1）その他利益剰余金       

　　　繰越利益剰余金   △27,341   △264,129  

利益剰余金合計   △27,341△0.7  △264,129△6.9

　　　株主資本合計   2,050,768  1,813,979  
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純資産合計   2,050,76849.7  1,813,97947.6

 負債・純資産合計   4,130,176100.0  3,811,803100.0
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②【損益計算書】

　 　
第３５期

自　平成19年2月1日
至　平成20年1月31日

第３６期
自　平成20年2月1日
至　平成21年1月31日

　　　区　分　　　　　　　注記番号 金　　額(千円)
構成比
（％）

金　　額(千円)
構成比
（％）

Ⅰ売上高        

1グリーンフィー  117,595   -   

2ラウンドフィー  125,801   233,442   

3食堂売上  75,585   62,519   

4売店等売上  3,293   4,286   

5手数料収入  2,191   1,960   

6年会費等収入  32,630357,095100.0 32,161 334,368100.0

Ⅱ売上原価        

1コース維持費  108,819   115,853   

2プレー原価  42,726   40,244   

3食堂原価  56,919   54,830   

4商品その他原価  2,274 210,73859.0 2,923 213,85064.0

売上総利益   146,35641.0  120,51936.0

Ⅲ販売費及び一般管理費 　　※2  83,336 23.3  78,784 23.6

営業利益   63,020 17.6  41,735 12.5

Ⅳ営業外利益        

　受取利息  33   64   

　受取配当金  8   8   

　雑収入  1,021 1,061
 

0.3 5,703 5,774
 

1.7

Ⅴ営業外費用      

　支払利息  34,720   25,104   

　営業権償却  2,000   2,000   

　支払保証料  2,461   4,857   

　その他の損失  3 39,184 11.0 7 31,968 9.6

経常利益   24,897 7.0  15,542 4.6

Ⅵ特別損失        

　固定資産除去損  2,510   -   

　前期損益修正損  - 2,510 0.7 347,310347,310103.9

税引前当期純利益　
又は純損失（△）

  22,387 6.3  △331,768△99.2

法人税等  14,205   5,539   

　　法人税等調整額　　　　　  -  　　14,205  4.0 △100,519 △94,980△28.4

当期純利益
又は純損失（△）

  8,183 2.3  △236,788△70.8
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 売上原価明細書
 

 第３５期
自　平成19年2月1日
至　平成20年1月31日

 コース維持費 プレー原価及び商品その他原価 食堂原価 合　計

費　目
金額
（千円）

構成比
(%)

金額
（千円）

構成比(%)
金額
（千円）

構成比(%)
金額
（千円）

構成比(%)

労務費 32,17129.6 25,861 57.525,443 44.783,475 39.6

経費 76,64870.4 16,865 37.5 9,129 16.0102,64248.7

食材原価      22,347 39.322,347 10.6

商品売上原価   2,274  5.1   2,274 1.1

売上原価合計108,819100.0 45,000 100.056,919100.0210,738100.0

 

 第３６期
自　平成20年2月1日
至　平成21年1月31日

 コース維持費 プレー原価及び商品その他原価 食堂原価 合　計

費　目
金額
（千円）

構成比
(%)

金額
（千円）

構成比(%)
金額
（千円）

構成比(%)
金額
（千円）

構成比(%)

労務費 30,13026.0 24,491 56.725,722 46.980,342 37.6

経費 85,72374.0 15,753 36.5 8,675 15.8110,15151.5

食材原価      20,434 37.320,434 9.6

商品売上原価   2,923  6.8   2,923 1.4

売上原価合計115,853100.0 43,167 100.054,830100.0213,850100.0

 
（注）　経費のうち主要なものは次のとおりです。

期  別 第３５期 第３６期

 
自　平成19年2月1日
至　平成20年1月31日

自　平成20年2月1日
至　平成21年1月31日

費  目
コース維持費
（千円）

プレー原価
（千円）

食堂原価
（千円）

コース維持費
（千円）

プレー原価
（千円）

食堂原価
（千円）

外注費 2,111   10,683   

修理費 5,655  1,451 6,559  25 388

肥料薬剤費 15,568   11,293   

租税公課 15,296   15,019   

支払リース料 3,412 2,601  3,242 918  340

減価償却費 26,645 399 1,949 30,760 363 1,638

水道光熱費 331 2,000 3,690 328 2,272 4,448

消耗品費 3,645 1,035 618 3,852 1,457 673

賞品代  8,790   8,769  
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③【株主資本等変動計算書】
　前事業年度（自　平成19年2月1日　至　平成20年1月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

 

資本準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計

 
純資産合計

繰越利益剰
余金

平成19年1月31日
　残高

1,377,000587,109△35,523△35,5231,928,5851,928,585

事業年度中の変
動額

      

新株の発行 57,000 57,000 - - 114,000 114,000
当期純利益 - - 8,183 8,183 8,183 8,183
事業年度中の変
動合計額

- - 8,183 8,183 122,183
122,183

平成20年1月31日
　残高

1,434,000644,109△27,341△27,3412,050,768
2,050,768

  

 

 
当事業年度（自　平成20年2月1日　至　平成21年1月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

 

資本準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金合

計

 
純資産合計

繰越利益剰余
金

平成20年1月31
日　残高

1,434,000644,109△27,341△27,3412,050,7682,050,768

事業年度中の変
動額

      

当期純利益 - - △236,788△236,788△236,788△236,788
事業年度中の変
動合計額

- - △236,788△236,788△236,788
△236,788

平成21年1月31
日　残高

1,434,000644,109△264,129△264,1291,813,979
1,813,979

.   
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 財務諸表作成のための基本となる事項
重要な会計方針

項　　　目
第35期

自　平成19年2月1日
至　平成20年1月31日

第36期
自　平成20年2月1日
至　平成21年1月31日

1.棚卸資産の
評価基準及び
評価方法

(1)原材料
総平均法による原価法

(2)貯蔵品
最終仕入原価法

(1)原材料
　　同左
(2)貯蔵品
　　同左

2.固定資産の
減価償却の方法

(1)有形固定資産
定率法を採用しております。
但し、平成10年4月1日以降取得した建
物については定額法を採用しておりま
す。

(2)無形固定資産
定額法を採用しております。
 
 
 
　　―

(1)有形固定資産
同左

 
 
 

(2)無形固定資産
同左

（会社方針の変更）
法人税法の改正に伴い当事業年　　　　
　　度より、平成19年4月1日以降に取得
した有形固定資産について、改正後の
法人税法に基づく減価償却の方法に変
更しております。この変更が損益に与
える影響は軽微です。なお前事業年度
中の取得はありません。

（追加情報）
　　法人税法の改正に伴い平成19年3月31
日以前に取得した有形固定資産につい
て、改正前の法人税法に基づく減価償
却の方法の適用により取得原価の5％
相当額に到達した事業年度の翌事業年
度より、取得原価の5％相当額と備忘価
額との差額を5年間にわたり均等償却
し減価償却に含め計上している。
　　この結果従来の方法に比べ、営業利益、
経常利益及び税引前当期純利益がそれ
ぞれ4,112千円減少している。
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項　　　目
第35期

自　平成19年2月1日
至　平成20年1月31日

第36期
自　平成20年2月1日
至　平成21年1月31日

3.引当金の計上基準(1) 貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えて、個別
の回収可能性を加味して回収不能見込額
を計上しています。
 
（会計方針の変更）
従来は、売上債権、貸付金等の債権につ
いて貸倒損失の実績がなかったため貸倒
引当金を計上していませんでしたが、長
期間未回収の債権が発生し将来の貸倒損
失に備える必要が生じたため、当期より
個別の回収不能見込額について貸倒引当
金を計上することに変更しました。この
変更により、従来と同一の基準によった
場合に比べ販売費及び一般管理費は450
千円増加し、営業利益、経常利益、税引前
当期純利益はそれぞれ450千円減少して
います。
 

(2)退職給付引当金
退職給付引当金は「退職給付に係る会
計基準」（平成10年6月、企業会計審議
会）の簡便法を適用しており、自己都合
支給額に係数（昇給率係数及び割引係系
数）を乗ずる方法により期末退職給付債
務を計算しています。この会計基準変更
時差異は15年間で規則的に費用処理する
ことにしております。

(1)貸倒引当金
同左

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(2)退職給付引当金
同左

4.リース取引の
処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係
る方式に準じた会計処理をしております。

同左

5.キャッシュ・フロ　　
　ー計算書における
資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に
ついて僅少なリスクしか負わない取引日か
ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投
資からなっております。

同左

6.その他財務諸表　　　　
　作成のため基本と
なる重要な事項

消費税等の処理方法
税抜き方式で処理しております。

同左
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成19年2月1日　至　平成20年1月31日）

当事業年度
（自　平成20年2月1日　至　平成21年1月31日）

 （損益計算書）
(1)売上高
　　従来プレー料金について、グリンフィとラウン　　　　　　　　　
　　　　　　　　ドフィに区分して表示していましたが、パック
料金制になったためこれらを合理的に区分できなくなっ
たので、ラウンドフィとして表示しております。

　 

 
追加情報

項　　　目
第35期

自　平成19年2月1日
至　平成20年1月31日

第36期
自　平成20年2月1日
至　平成21年1月31日

税効果会計 過去の業績及び利益計画に基づき、合理
的な見積り期間内に繰延税金資産の回収見
込があると認められないため、繰延税金資
産は計上しておりません。

 

 
[次へ]
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注記事項
 ※１．担保資産及び担保付債務
　

第35期
自　平成19年2月1日
至　平成20年1月31日 第36期

自　平成20年2月1日
至　平成21年1月31日

担保に供している資産は次のとおりです。
建　物　　　 72,403千円
土　地　　　855,919千円
合　計　　　928,322千円

 
担保付債務は次のとおりです

短期借入金　　　 113,748千円
長期借入金　　 1,229,036千円
合　　　計　　 1,342,784千円

 

担保に供している資産は次のとおりです。
建　物　　　 69,093千円
土　地　　　855,919千円
合　計　　　925,012千円

 
担保付債務は次のとおりです

長期借入金　　　1,298,837千円
合　　　計　　　1,298,837千円

 

 
　
 

 
（損益計算書関係）

第35期
自　平成19年2月1日
至　平成20年1月31日 第36期

自　平成20年2月1日
至　平成21年1月31日

※2 販売費及び一般管理費
販売費に属する費用のおおよその割合は34.4％
で一般管理費に属する費用のおおよその割合は
65.6%です。
 
主要な費用及び金額は次のとおりです。
役員報酬　　　　　　6,590　千円
給与手当　　　　　 16,994
減価償却費　　　　　9,350
水道光熱費　　　　　8,230
支払手数料　　　　　7,139
退職給付引当金繰入　2,503

※2 販売費及び一般管理費
販売費に属する費用のおおよその割合は
38.4％で一般管理費に属する費用のおおよその
割合は61.6％です。
 
主要な費用及び金額は次のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　 千円
給与手当　　　　　 15,965　
減価償却費　　　　 10,085
水道光熱費　　　　　9,275

 
 

 
 （株主資本等変動計算書関係）
　　前事業年度（自　平成19年2月1日　至　平成20年1月31日）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 前事業年度末
　株式数（株）

当事業年度
　　株式数（株）

当事業年度
減少株主数(株)

当事業年度
　株式数（株）

普通株式 10,135 1,140 ― 11,275
合計 10,135 1,140 ― 11,275

 
２．自己株式及び新株予約権等に関する事項
　　該当事項はありません。
 
３．配当に関する事項
　　該当事項はありません。

 
　　当事業年度（自　平成20年2月1日　至　平成21年1月31日）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 前事業年度末
　株式数（株）

当事業年度
　　株式数（株）

当事業年度
減少株主数(株)

当事業年度
　株式数（株）

普通株式 11,275 ― ― 11,275
合計 11,275 ― ― 11,275

 
２．自己株式及び新株予約権等に関する事項
　　該当事項はありません。
 
３．配当に関する事項
　　該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

第35期
自　平成19年2月1日
至　平成20年1月31日

第36期
自　平成20年2月1日
至　平成21年1月31日

※3 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に
掲載されている科目の金額との関係
 
現金及び預金勘定　　36,550　千円
現金及び現金同等物　36,550
 

※3 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表
に掲載されている科目の金額との関係
 
現金及び預金勘定　　 5,372　千円
現金及び現金同等物　 5,372
 

 

 
（リース取引関係）

第35期
平成19年2月 1日
平成20年1月31日

第36期
平成20年2月 1日
平成21年1月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引
１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額

 
リース物件 取得価額

相当額
減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

工具、器具及
び備品

15,168千円 5,226千円 9,942千円

合　計 15,168千円 5,226千円 9,942千円

 
 

 
（注）取得価額相当額は未経過リース料期末残高が有形
固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利
子込み法により算定しております
 
２.未経過リース料期末残高相当額

 
1年内 　3,034　千円
1年超　 6,909　千円

―――――――――――――
合　計　9,942　千円

 
（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定している。
 
３.当会計期間に係る支払リース料及び減価償却費相
当額

　（1）支払リース料　　　 3,034　千円
　（2）減価償却費相当額　 3,034　千円
 
４.減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引
１.  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額

 
リース物件 取得価額

相当額
減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

車両運搬器具 26,073千円11,806千円 14,267千円

工具器具備品 14,542千円12,607千円 1,935千円

合　計 40,615千円24,413千円 16,202千円

 
 
 
同左

 
 
 
２.未経過リース料期末残高相当額

 
1年内 　　 5,008千円
1年超　 　11,194千円
―――――――――――――

合　計　　16,202千円
 
同左

 
 
３.当会計期間に係る支払リース料及び減価償却費相
当額

　（1）支払リース料　　　 　5,606千円
　（2）減価償却費相当額　 　5,606千円
 
４.減価償却費相当額の算定方法
同左
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（有価証券等の時価等関係）
当社は有価証券等を所有しておりませんので該当事項はありません。

 
（デリバティブ取引関係）
当社はデリバティブ取引を行っておりませんので該当事項はありません。

 
（退職給付関係）
１　採用している退職給付制度の概要
　　当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しております。
 
２　退職給付債務に関する事項

 
前事業年度
（千円）

当事業年度
（千円）

イ　退職給付債務 △10,362 △8,199
ロ　会計基準変更時差異の未処理額 3,515 3,179
ハ　退職給付引当金（イ＋ロ） △6,847 △5,020
（注）当社は退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用している。
 
３　退職給付費用に関する事項

 
前事業年度
（千円）

当事業年度
（千円）

イ　勤務費用 1,712 △454
ロ　会計基準変更時差異 790 790
ハ　退職給付費用（イ＋ロ） 2,502 336
（注）当社は退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しているため、当期の退職給付費用は勤務費用により計上して
いる。
 
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 前事業年度 当事業年度

イ　会計基準変更時差異の処理年数 15年 15年
 
(税効果関係)

前事業年度
(自　平成19年2月1日
　　至　平成20年1月31日）

当事業年度
(自　平成20年2月1日

　　　　　　 　　至　平成21年1月31日）
 
 
 
 
 
 
 
 
 

―
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１．繰越税金資産の発生の主な原因別の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(千円)
　過年度減価償却不足に係る限度超過額　 　129,558
　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　 2,084
　繰越欠損金控除見込額　　　　　　　　 　11,003
その他　　　　　　　　　　 　 1,005 
繰越税金資産小計　　　　　　　　　 　143,652
評価性引当額　　　　　　　　　　　 　 -43,133
繰越税金資産合計　　　　　　　　　 　 100,519
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差があるときの当該差異の原因と
なった主な項目別の内訳

　
　法定実効税率　　　　　　　　　　　　 41.52％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 　0.52％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.00％
住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　1.67％
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 15.08％
税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　 28.63％
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（関連当事者との取引）

 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地 事業の内容又は職業
議決権等の
所有割合

関連当事
者との関
係

取引の内
容

取引金額
科目

期末残高

(千円） (千円）

役員及び
その近親
者

小林　隆 －
当社代表取締役
三原建設㈱代表取締
役社長

1.24%
当社代表
取締役

当社銀行
借入に対
する保証

1,420,000　
　　（注1）

　 　

小林　隆造 －
三原建設㈱取締役会
長

なし
小林　隆
の父

当社銀行
借入に対
する保証

1,420,000　
　（注1）

　 　

花田　美徳 －
当社取締役、

(有)花田商店代表取
締役社長

0.04%
当社取締
役

資金の借
入

0
役員等借
入金

10,000

京泉　孝男 －
当社取締役、

㈱京泉工業代表取締
役社長

0.09%
当社取締
役

資金の借
入

0
役員等借
入金

10,000

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社

三原建設㈱ 三原市 建設業 1.29%

工事発注
修繕工事
の発注

3,481 　

資金の援
助

資金の借
入

50,000
短期借入
金

40,000

(有)花田商店 三原市 食品卸売業 0.58%
食材仕
入先

食堂用材
料の仕入
れ

1,319未払金 136

(有)ﾅｲｽｳｪｱ 尾道市 スポーツ用品販売店 なし
商品仕
入先

売店用商
品の仕入
れ

3,772買掛金 601

佐竹工業㈱　　
（注2）

三原市 設備工事業 なし 設備工事
修繕工事
の発注

1,376未払金 791

 
（注） 1．銀行借入の保証については、当初借入額を記載しております。
2．佐竹　忠彦氏が当社監査役を平成20年4月21日付で退任されましたので、平成20年4月までの
　　　　　取引額と平成20年4月30日現在の未払残高を記載しています
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（１株当たり情報）

第35期
平成19年2月 1日
平成20年1月31日

第36期
平成20年2月 1日
平成21年1月31日

１株当たり純資産額　　181,886円27銭
１株当たり当期純利益　　　771円21銭
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

１株当たり純資産額　　160,885円09銭
１株当たり当期純利益　△21,001円19銭
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

第35期
平成19年2月 1日
平成20年1月31日

第36期
平成20年2月 1日
平成21年1月31日

当期純利益  （千円）                  8,183
普通株式に帰属しない金額（千円）      　　-
普通株式に係る当期純利益（千円）     8,183
期中平均株式数（株）                 10,610

当期純利益 （千円）               △236,788
普通株式に帰属しない金額（千円）      　　-
普通株式に係る当期純利益（千円）  △236,788
期中平均株式数（株）                 11,275

 
（重要な後発事項）

第35期
平成19年2月 1日
平成20年1月31日

第36期
平成20年2月 1日
平成21年1月31日

―

資本金の額の減少について
　当社は、平成21年の4月20日開催の定時株主総会において、次の
とおり資本金の額を減少することを決議しております。
(1) 減少する資本金の額　　　　　　　　　1,340,000千円
(2)     減少する資本金のうち

負の繰越剰余金の補填に充てる額 　 264,129,224円
その他資本剰余とする額　　　　　 1,075,870,776円
(3)     資本金の額の減少が効力を生ずる日　平成21年6月30日(予

定)
 
　なお、当該資本金の額の減少は、払い戻しを伴わない無償減資
であり
　財政状態に重要な影響を与えるものではありません。
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④【キャッシュ・フロー計算書】 
  

　 　
第３５期

自 平成19年2月１日
至 平成20年1月31日

第３６期
自 平成20年2月１日
至 平成21年1月31日

区　分　
注記
番号

金　　額(千円) 金　　額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 　   
税引前当期純利益 　 22,387 △331,769
減価償却費 　　 38,343 42,845
繰延資産・投資等の償却   2,548 2,796
貸倒引当金の増加   450 461
退職給付引当金の増加 　 341 　　　△ 1,827
受取利息及び受取配当金 　 △ 40 △ 71
支払利息・支払保証料 　 37,181 29,961
売上債権の増減額 　 1,402 △ 1,806
たな卸資産の増減額 　 △ 913 375
その他流動資産の増減額 　 △ 1,024 △ 3,371
仕入債務の増減額 　 58 611
未払消費税の増減額 　 △ 461 △ 2,061
前期損益修正損（過年度減価償却）  ― 347,310

　 その他  △ 11,369 856
　　小　　　計 　 88,903  84,310
利息及び配当金の受取額 　 40  71
利息の支払額 　 △37,294 △ 29,651
法人税等の支払額 　 △ 7,726 　　　　△ 14,753

  営業活動によるキャッシュ・フロー 　 43,923 39,977
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   
有形固定資産の取得による支出 　 △ 2,552 　　　 △ 5,400
その他投資の取得による支出
その他投資の売却等による収入

　
△ 1,036

―
―

4,692 
その他投資活動による支出 　 △ 1,045  

 投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △ 4,633 △708
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

株式発行による収入
短期借入金の純増減額

 
　

114,000
10,000

 ―
△ 30,000

長期借入金の借入による収入 　 120,000 67,000
長期借入金の返済による支出  △ 41,869  △ 80,947
会員預り金の支出 　 △ 71,050  △ 16,500
役員等借入返済による支出  △160,000  △ 10,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △ 28,919  △ 70,447
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 ― ―
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（又は減少額）  10,371 △ 31,178
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 26,179 36,550
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※3 36,550 5,372
 
[次へ]
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⑤【付属明細表】
有価証券明細表
当社は有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。
 
有形固定資産等明細表

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加
額

（千円）

当期減
少額
（千
円）

当期末残高
（千円）

当期減価償却累計額又は償却累計額（千円）

当期償
却額
（千
円）

差引
当期末残
高

（千円）
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具器具備品
コース
土地
立木

 
658,594
1,661,794
51,553
15,321
63,827

2,669,314
855,919
24,726

 
1,250
396,369
3,090
0
490
0
0
0

 
0
0
0
0
0

395,798
0
0

 
659,844
2,058,163
54,643
15,321
63,838

2,273,515
855,919
24,726

 
506,242
1,694,186
48,649
14,631
59,558

0
0
0

 
10,695
29,954
1,087
200
910
0
0
0

 
153,603
363,977
5,994
690
4,280

2,273,515
855,919
24,726

有形固定資産計 6,001,047401,199395,7986,005,969 2,323,26542,8453,682,704
無形固定資産
電話加入権
水道施設利用権
営業権

 
436
3,000
10,000

 
―
―
―

 
―
―
―

 
436
3,000
10,000

 
―

3,000
8,000

 
―
133
2,000

 
436
0

2,000
無形固定資産計 13,436 0 0 13,436 11,0002,133 2,436
長期前払費用 4,252 ― ― 4,252 614 607 3,638

繰延資産        
株式交付費 　　　1,045 ― ― 　　　1,045 696 348 348
繰延資産計 　　　1,045 　　　0 0 　　　　1,045 696 348 348

 
（注）１．構築物の当期増加額のうち395,798千円はコースからの科目振替である。
 
社債明細表
該当事項はありません。
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借入金等明細表

区　分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率 返済期限 適用

短期借入金 70,00040,000  3.00% - 　
１年以内返済予定の長期借入金 83,748 79,4601.7% - 　
長期借入金
（１年以内返済予定のものを除く）

1,229,0361,219,3771.7% H35年9月
使途・運転資金
担保・土地

役員借入金 30,000 20,000 2.00% - 　
その他の有利子負債 - - - - 　

合　　　　　計 1,412,784 1,358,8372.84% 　 　
(注）１.平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２.長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後の返済予定額は以下のとおりであります。
 
 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内
長期借入金返済予定
（１年以内返済予定のものを除く）

110,416千円118,463千円117,305千円112,482千円
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 資本金明細表

区　　　分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
資　本　金（千円） 1,434,000 - - 1,434,000

資本金のうち
既発行株式

普通株式
（11,275株）
1,434,000千円

（0.株）
-

（0株）
-

（11,275株）
1,434,000千円

計
（11,275株）
1,434,0000千円

（0株）
-

（0株）
-

（11,275株）
1,434,000千円

資本準備金及び
その他の資本剰余金

資本準備金 644,109千円 - - 644,109千円
計 644,109千円 - - 644,109千円

利益準備金及び
任意積立金

利益準備金 - - - -

任意積立金 - - - -

計 - - - -

 
引当金明細表

区分
期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額（千円） 期末残高
（千円）目的使用 その他

退職給付引当金 6,847  336  2,163 - 5,020
貸倒引当金 450  461 - - 911
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(2)【主な資産・負債及び収支の内容】

平成21年1月31日現在の貸借対照表の主な科目の内容は次のとおりです。

①流動資産

イ．現金及び預金

区　　　分 金　　額（千円）
現金 2,179
普通預金 3,193
合　　　計 5,372

 

ロ．売掛金

摘　　　　　要 金　　額（千円）

ＤＣカード㈱ 1,436

㈱ＪＣＢ 995

三井住友カード㈱ 574

ＵＣカード㈱ 204

その他　 659

合計 3,868

 

ハ．未収関係

科目 摘　　　　要 金　　額（千円） 合　　計（千円）

未収年会費

 

個人年会費

法人年会費

6,311

466

 

6,777

未収入金

 

 

法人税等

コカコーラウエストジャパン㈱

㈲日東ベンディング中国

その他４件

3,231

58

32

51

 

 

 

　3,372
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①流動負債

イ．買掛金

摘　　　　　要 金　　　　額（千円）

㈲ナイスウェア

サカタスポーツ

601

451

㈱新大阪ゴルフ商会 26

合　　　　　計 1,078 

 

ロ．未払関係

科　　目 摘　　　　要 金　　額（千円） 合　　計（千円）

未 払 金 預託金 56,377  

 三原市役所 4,090  

 三原建設㈱ 2,168  

 佐竹工業㈱ 1,416  

 食堂食材費 1,156  

 大信産業㈱ 1,048  

 三原社会保険事務所 871  

 その他 3,848 70,974

未払費用 労務費（1/16～1/31） 3,332 3,332

未払消費税 三原税務署 1,068 1,068

 

ハ．預り金

摘　　　　　要 金　　　　額（千円）

尾三地域事務所　　　　　（ゴルフ場利用税）

三原社会保険事務所

1,601

861

千代田火災㈱　　　　　　（ゴルフ保険） 816

広島県ゴルフクラブ連盟　（ゴルフ募金） 221

その他２件 280

合　　　　　計 3,779
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②固定負債

イ．会員預り金

借　入　先 件　数 金　　　額（千円）

第一次会員 103 248,600 

第二次会員 25 47,150 

第三次会員 33 165,000 

第四次会員 6 30,000 

第八次会員 19 60,800 

　合　計 551,550 　

 

(3)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 2月1日から1月31日

定時株主総会 4 月 中

基　準　日 1月31日

株券の種類 1株券　5株券

剰余金の配当の基準日 定めなし

一単元の株式数 －

株主の名義書換
取扱場所
株主名簿管理人
取次所
名義書換手数料
新株交付手数料

 
本店
なし
なし
無料
無料

単元未満株式の買取
取扱場所
株主名簿管理人
取次所
買取
手数料

 
　－
　－
　－
　－
　－

公告掲載新聞名 　官報

株主に対する特典 新株５株につき１口のゴルフプレイ権
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 第７【提出会社の参考情報】
 
1【提出会社の親会社等の情報】
 当社は、金融商品取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。
 
2【その他の参考情報】
当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しています。
(1) 有価証券報告書

及びその添付書類
事業年度
（第35期）

自平成19年2月 1日
至平成20年1月31日

平成20年4月28日
中国財務局に提出

         
(2) 訂正報告書 上記(1)に係るもの 平成20年6月19日

中国財務局に提出
         
(3) 半期報告書 （第36期中） 自平成20年2月 1日

至平成20年7月31日
平成20年10月30日
中国財務局に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 平成21年4月28日

三原京覧開発株式会社
取　締　役　会   御中
 

小西・浅田公認会計士共同事務所
 

公認会計士　浅田　勝彦　　　印 

　私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている三原京覧開発株式会社の平成20年2月1日から平成21年1月31日までの第36期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。

 

　私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私

に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

 

　私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三原京

覧開発株式会社の平成21年1月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
追記情報
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年4月20日開催の定時株主総会で、資本金の額を
1,340百万円減少することを決議した。
 
 

　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 
（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に
添付する形で別途保管しております。
 

EDINET提出書類

三原京覧開発　株式会社(E04676)

有価証券報告書

47/48



独立監査人の監査報告書
 平成20年4月28日

三原京覧開発株式会社
取　締　役　会   御中
 

公認会計士　浅田　勝彦　　　印　　 
 
 
　私は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる三原京覧開発株式会社の平成19年2月1日から平成20年1月31日までの第35期事業年度の財務諸表、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監
査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を
表明することにある。 
　私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私
に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基
礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私は、監査の結果として意見表明のた
めの合理的な基礎を得たと判断している。
　私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三原京
覧開発株式会社の平成20年1月31現在の財政状態並びに同日をもって終了する会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
追記情報
　会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より個別の回収可能性を加味して回収不
能見込額について貸倒引当金を計上することに変更した。
 
 　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

 
（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に
添付する形で別途保管しております。
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